
℡ ●
ピークロ「 ドプライシング 国土交通省 ピークロ二ドプライシング ピークロードプライシング ピークロー ドプライシング 平成 1 5 年度未に向けて、
導入に向けての条件整備を 導入に向けての条件整備を 導入に向けてどのような条 導入について利用者等の理 引き続きピークロー ドプラ
含めた検討∴ 含めた検討を行うため、有 件を整備する必要があるの 解が得られるような条件整 イシング導入に向けての条

識者や事業者を交えた検討 か検討が行われている。 億や、適用範囲等の実務上 件整備を含めた検討を行
会を立ち上げて検討中。 の課題の解決をどのように

行うべきか。
う。

中古住宅 （マンション）の 国土交通省 中古マンションの質を考慮 中古マンションにおける維 未定 未定
質を考慮した価格査定シス した価格査定システムを平 持管理等の実績を査定評価
テムを構築 ・スタート 成 1 4 年度末に構築予定 に反映させることによっ

て、良質な中古マンション
の流通を促進

○低公害車、燃料電池、 国土交通省 ・平成14 年5 月に、国土交通 ・燃料電池自動車の安全性等 燃料電池自動車を大量生産す ①課題を踏まえて、再点検結
スーパーエコシップ等革新的 省、経済産業省、環境省の三 に関する基準を策定するため るために必要となる型式指定 栗に基づき、燃料電池に係る
な省エネ・新エネ技術の開 省副大臣からなる燃料電池プ に必要となるデータ項目を整 の取得が可能となるよう、燃料 個々の規制の見直しを平成16
発・普及や新エネルギー施 ロジェクトチームにおいて、燃 理した。 電池自動車に係る安全性等に 年までに実施。
設の整備への支援を行うとと 料電池の実用化・普及の加速 ・平成14年12月、官邸、国土 関する基準を策定する。

もに、モーダルシフトを促進 化に向けて、今後拡充・強化 交通省等に燃料電池自動車

する。
（燃料電池自動車）

すべき施策を取りまとめた「燃
料電池プロジェクトチーム報告
書」を作成。　　　　 ・平成
14年10 月に、内閣官房及び
関係省庁からなる「燃料電池
実用化に関する関係省庁連絡
会議」において、燃料電池に
係る規制について政府全体と

して安全性の確保を前提とし
た包括的な規制の再点検を実
施。

の試験的な市販第一号車を導
入。

低公害車、燃料電池、スー 国土交通省 ・京都議定書に定められた ・鉄道 ・海運へのモーダル ・計画内容どおりの実証実 ①実証実験計画の公募を行
パーエコシップ等革新的な省 二酸化炭素排出量の削減に シフト等の実証実験の実施 験の実施。 う。

②事業者から応募された実
エネ・新エネ技術の開発・普 向け、本年度より、幹線輸 により二酸化炭素排出量の

及や新エネルギー施設の整 送において、荷主 r・物流事 削減が図られた。
備への支援を行うとともに、 業者等の関係者が協力して 証実験計画の中から二酸化

モーダルシフトを促進する。 計画的に鉄道 ・海運への 炭素排出量削減効果の高い

（モーダルシフト） モーダルシフ トや共同輸送
化等の実証実験に取り組む
場合に、一定の環境負荷低
減効果が認められるものに
支援を行っている。
本年度においては、事業

者から応募された実証実験
計画の中から二酸化炭素排
出量削減効果の高い案件に
対し認定を行った。

案件に対し認定を行い、実

証実験を支援する。

③実証実験の実施結果を分
析 ・評価した後、広く世間
に公表することにより、
モーダルシフ トや共同輸送
化等の取 り組みを普及させ
る。
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湿地や里山の再生等の自然

再生事業を各省連携、市民

農林水産省

国土交通省

・都市における環境の向上

に資する良好な緑地の整備

・三富くぬぎ山地区（川越
市、所沢市、狭山市．三芳町）

・引き続き自然再生緑地整
備事業を実施する予定

参加を図りつう推進する。 環境省 を進めるため、平成14年度
に創設した 「自然再生緑地
整備事業」を推進 した。

の自然再生事業実施に向け
た再生・保全・活用方法の検
討のための事業計画策定調
査、びわこ地球市民の森 （守
山市）における市民参加によ
る緑の復元・再生の事業等を
実施した。

湿地や里山の再生等の自然 国土交通省 平成 1 4 年 3 月に、関係 釧路湿原においては、開 平成 1 5 年 1 月には自然
再生事業を各省連携、市民 閣僚会議決定として新 ・生 係省庁と連携し、地方公共 再生推進法が施行されてお
参加を図りつつ推進する。 物多様性国家戦略を策定 団体、専門家、NPO、地域住 リ、これを踏まえて、更な

し、今後重点を置くべき施
策の方向として自然再生を
位置付け。

さらに、多様な自然環境
を有する本来の川の姿を戻
すために、平成14年度に創
設した自然再生事業によ
り、河川の蛇行復元や河畔
林の整備、乾燥化傾向にあ
る湿地の冠水頻度を増加さ
せる等を行い、湿地や干潟
の再生等を各地で展開。

民等の参加を待つつ自然再
生事業を実施。

また、自然再生の推進に
あたっては、自然の反応を
見ながら段階的に事業を行
う順応的管理 （アダプティ
ブマネジメント）が重要で
あることから、自然環境の

モニタリング等を行いつ
つ、自然と共生する社会の
実現を図る。

る自然再生の推進を図る。

自動車リサイクル法案及び 経済産業省 【国土交通省関係】　　 平 【国土交通省関係1　　 ③
関連改正法案 （道路運送車 国土交通省 成 1 4 年 7 月 1 0 日に、 平成 1 6 年 1 2 月頃を目途
両法等）を提出する。 環境省 「道路運送車両法の一部を

改正する法律」が通常国会
にて成立した。

に、改正道路運送車両法を
本格施行する予定。
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℡　　　　　　　　　　　　 ●

二 ．金融 シス テム 改革

1 3年度末が適用期限と 国土交通省 平成14年度予算において措 貸付条件の変更の承認状況
なっている住宅金融公庫の財務省 置済み。 （平成13年度第一 平成13年度末累計：
住宅ローン返済困難者対策 次補正予算で「部措置済 33，432件
について、適用期限の延長 み） 平成14年4月～12月：
等を行う。 さらに、改革加速プログラ

ム （平成14年12月12日経済
対策閣僚会議決定）の実施
に伴い

・返済期間の延長期間の拡一
大 （最長10年延長→最長15
年延長）

・元金据置措置の適用対象
者の要件緩和 （収入減少割
合30％以上→収入減少割合
20％以上）

・適用期限の1年間延長
（平成16年3月31日まで）

を措置三者み《

17，952件
平成14年12月末累計：

51，384件

ホ ．そ の他の 制度 改革

各種長期計画のあり方につ国土交通省 「社会資本整備重点計画法 ・法案が成立次第、計画策 ・15年度からの計画の実施
いて、その必要性を含め総 案」及び 「社会資本整備重 定に向けた検討を行う に支障のないよう、平成14
合的に検討する。 点計画法の施行に伴う関係

法律の整備等に関する法律
案」について、本年2月4
日の閣議決定を受け第156回
通常国会に提出。・アウト
カム （成果）目標に重点を
置き、総事業費は内容とし
ない社会資本整備重点計画
に一本化

・都市公園、下水道、港湾
の緊急措置法の廃止、治山
治水緊急措置法について治
水事業に係る規定の廃止、
道路整備緊急措置法及び交
通安全施設等整備事業に関
する緊急措置法について、
長期計画に係る規定の廃止
等

年度中の新法成立を目指
す。

既存集合住宅に関するI T
化標準を策定するととも
に、改修のための合意形成
マニュアル、技術指針を作
成する。

国土交通省
総務省
経済産業省
法務省

再掲

政策目標C・国土交通省・基本方針（改革工程表） Page9



●　　　　　　　　　　●
既存集合住宅に関する lT

化工事の実態を踏まえ、区
分所有法の解・釈を提示する
ほか、新築集合住宅に関す
る IT 化標準を策定する。

国土交通省

総務省
経済産業省
法務省

再掲

世界最先端のけ国家の姿を 国土交通省 「e－エアポート」の一環と 位置情報を踏まえた交通情 位置情報を踏まえた交通1首
国民のみならず世界に広く して、空港利用者を対象と 報等の提供について実証試 報等の提供に関する研究に

提示するため、最先端技術 して携帯端末による位置情 験直後であり取りまとめ中 ついては1 4 年度取りまと
の開発、実証実験等を実施
する。

報を踏まえたリアルタイム

な交通情報等の提供に関す
る研究および実証試験を実
施。

め予定

日日）

・「大都市圏における国際
交流 ・物流機能の強化 （第

2次決定）」プロジェクト
の中で、大都市圏の国際港
湾の24時間フルオープン
化、輸出入・港湾行政手続
のワンストップサービス
化 ・通関検査の迅速化を推
進する。 （港湾関係）

国土交通省 （3）湾内ノンストップ航行の
実現等
（再掲）

（41スーパー中枢港湾の育成
（再掲）

（5）幹線道路網とのアクセス
性の向上

・幹線道路網とのアクセス

・港湾アクセスを向上する ・港湾アクセス向上のため ①～③ ：
ための事業進捗が図られ
た。例えば、東京港臨海道

の円滑な事業実施 ・推進 引き続き、東京港臨海道路
等、港湾アクセス向上のた

性を向上する基盤整備を
行っている。

路1工区 （大井埠頭その2

～中央防波堤内側埋立地）
は平成14年4月11日に供用開
始。2 工区については平成
1A立庶圭庁媚圭T ▲

めの基盤整備を推進。

・公共賃貸住宅、北九州に 国土交通省 公共賃貸住宅の建替え等に ・東京都営南青山一丁目団 地方公共団体や民間事業者 逐次実施
おける国際コンテナクーミ 際し、民間が行うP F l的 地の建替えに関しては、事 におけるノウハウの不足、
ナル等の整備にP F I方式 手法を推進するため14年度 業予定者を決定した。 P F I手法に係る様々な情
等の導入を推進する。 （措 において助成制度を拡充し ・広島県宮上安住宅 （仮 報不足等。
置済み） た。 称）のP F I手法による建

設に関しては、優先交渉権
事を決定した。
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℡　　　　　　　　　　　　 ●
民間事業者による都市開 国土交通省 ・都市再生特別措置法 （平 ・都市再生緊急整備地域 ・都市再生ファンドの早期 ・引続き民間都市開発推進
発、民間資金の都市投資へ 成14年6月1日施行）に基づ ［環状二号線新橋周辺・虎ノ 立ち上げ。 機構による優良な民間都市
の誘導等の促進を図る。 き、民間都市開発推進機構 門い六本木地域］におい 開発事業の事業立ち上げ支

こよる都市再生支援業務 （無 て、南青山一丁目団地建替 接を通じ、民間の資金、ノ
利子貸付、出資 ・社債等取 プロジェクトについて、民 ウハウを活用した都市再生
得、債務保証）を創設し
た。

・平成14年度補正予算で都
市再生ファンド支援事業を
会Il熟 lJ L

間都市再生事業計画を認定

した。 （平成15年1月）
を推進する。

・都市再生特別措置法 く平
成14年6月1日施行）に基づ
き、都市再生特別地区制
度、民間事業者等からの都
市計画の提案制度を創設し
た。

・都市再生緊急整備地域
［大阪駅周辺 ・中之島 ・御

堂筋周辺地域】において、
都市再生特別地区 ［心斎橋
筋一丁目地区】が決定 ・告
示された。 （平成15年2月）

・都市再生緊急整備地域
［名古屋駅周辺 ・伏見 ・栄

地域］において、都市再生
特別地区 ［名駅四丁目地
区】が決定 ・告示された。
（平成15年2月）

・都市再開発法の一部改正

（平成14年6月1日 （一部4月
1日）施行）により、市街地
再開発事業の施行者に、ノ
ウハウと資力 ・信用を有す
る民間事業者が、地権者の
参画を得て設立する株式会
社又は有限会社 （再開発会
社）を追加した。

・建築基準法の一部改正
く平成15年1月1日施行）に

より、許可を経ずに、建築
確認の手続で一定の住宅系
建築物について容積率制限
を緩和する制度、斜線制限
と同程度以上の採光等を確
保する建築物について斜線
制限を適用しない制度等を
導入した。
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○新規観光創出のための高 国土交通省 平成 1 4 年 1 2 月までに r晴れの国岡山スーパ一割 ①②③ （継続実施）
速道路料金スーパー割引を 「晴れの国岡山スーパー割 引3 D A Y S チケット」を 観光施設やイベントとのタ
導入する。 引3 D A Y S チケット」、 導入した岡山県では、全体 イアップ等地域の協力を得

「超特北海道スーパー割引 の観光客数が減少する一方 つつ、今後とも積極的に展
5 D A Y S チケット」等、
全国で 1 7 券種を発売

で、チケットの出発地エ リ

アである近畿圏からの観光
客数が増加

開

新規の都市開発事業につい

て既成市街地の事業に重点
をシフトする。

国土交通省 再掲

汚水処理施設の整備につい 国土交通 ・汚水処理施設整備に関する 【構想見直し】 ・国土交通省、農林水産省及
て、経済性効率性等の観点 省、農林水 都道府県構想の見直しについ ・都道府県構想については、1 び環境省の3 省が連携して、
からその分担を見直し、連携 産省、環境 て、3 省連名で都道府県宛通 5 県で見直し済み、25都道府 「都道府県構想」の見直し及び
を図る。 省 知（平成14年12 月） 県で見直し中（平成14年12 事業間連携について、引き続

・都道府県の各汚水処理施設
整備の担当者を対象に、3 省
合同で会議を開催（平成14年

1 1月）。

・平成14年度より、農林水産
省及び環境省において、農業
集落排水施設と合併処理浄化
槽の連携整備事業を開始。

月末現在）。
【事業間連携】

・汚水処理施設連携整備事業
を3 6 箇所で実施（平成14 年
度まで）

・下水道と農業集落排水施設
との処理場の異同利用を2 4
箇所で実施（平成14 年度末現
在）。

・農業集落排水処理施設と合
併処理浄化槽の連携整備事
業を4 箇所で実施（平成14 年
度末現在）。

・汚水処理施設共同整備事業
（M IC S ）を4 8 箇所で実施（平
成14 年度末現在）。

き推進する。

中古住宅の維持管理等に係

る履歴情報筆録システムの
国土交通省 マンション履歴情報システ

ムの試験運用を管理組合を
マンション履歴情報システ
ム運用上の課題の把握。

マンション履歴情報の登録
を促進するためのインセン

左記の課題を踏まえ、管理
組合におけるマンション履

試験運用の実施 対象に実施 （平成14年12 ティプ付与、管理組合の事 歴情報の適正な管理を推進
月）。 務負担の軽減、登録情報の

信頼性の確保、マンション
管理業者の提供するサービ
スとのすみ分け等

するための方策を検討。
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●　　　　　　　　　　　　 ●
マンションの建て替え円滑 国土交通省 マンション建替組合の設 引き続き制度の周知を図
化のため、再建建物への権
利の円滑な移行等に係る法
制度等の導入

立、権利変換手法による関
係権利の円滑な移行等を内
容とする新たな法制度であ

る 「マンションの建替えの
円滑化等に関する法律」が
平成 1 4 年 6 月 1 9 日に公
布され、同年 1 2 月 1 8 日
から施行されているとこ
ろ爪

る。

道路占用 ・使用許可の運用 国土交通省 占用工事の時間について、 夜間工事を昼夜兼行とした ①②③ （継続実施）
等の改善。 道路及び交通の状況を勘案 リ、工事区間の拡大を行う 引き続き適切な運用を図

しながら、工期の短縮のた

め、引き続き適切な運用を
図るよう、1 3 年 1 2 月に
各道路管理者に対して指示
等を行った。

こと等により工即の短縮が
図られた。

る。

総合設計制度の積極的活用
等による既存不適格マン
ション建替えの円滑化

国土交通省 「マンションの建替えの円滑化
等に関する基本的な方針」（国
土交通省告示第110 8号）に
同趣旨を盛り込むとともに、同
趣旨を盛り込んだ「マンション
の建替えの円滑化等に関する
法律の施行について」（平成1

4年12 月19 日付け住宅局長
通知）を地方公共団体に周知

したところ。

引き続き制度の周知を図る。

政策目標C・国土交通省・基本方針（改革工程表） Page13



廃棄物の処理及びリサイク
ルの推進に関し、技術開発
や社会の仕組みの確立など
を進める。例えば、循環型
社会形成を進める静脈物流
システム、静脈にかかる情
報ネットワークの構築及び
リサイクル事業の活性化を
進める。

国土交通省 東 における建設廃棄
物共同集配システム実証実
験の実施
東京圏の臨海部等の遊休

地を活用したリサイクル事
業を促進するフィージビリ
ティスタディ調査を実施。

・調査対象廃棄物　コン
クリート塊、アスファルト
塊、建設発生木材、建設汚
泥、金属くず、廃プラス
ティック等の建設廃棄物等

・調査項目　（》産業廃
棄物の排出・収集・運搬・
処理・再資源化の現状と課
題の把握。　②収集・運
搬・再資源化の関連インフ
ラの状況と課題の把握。
・トラック等による効率
的・低コストの収集・運搬
システムの検討。
・現在、実験結果解析及び
各種課題の検討を実施中。

実験結果を整理の上、成
幕の利活用が図られるべく
記者発表予定。
・今後、今回実験を行った
廃棄物共同集配システムの
導入促進を図るための基礎
資料として活用。

・実験結果を整理し、課題
については今後整理の予
定。
・建設廃棄物の共同収集・
運搬の管理・運営基地とな
るリサイクルセンターの検
討。

第156回国会会期末
実験結果の整理後、建設

廃棄物共同集配システムの
導入促進に係る検討を実施
する。

②平成15年末
必要があれば、今回の実

験により判明した課題及び
システム導入促進に係る検
討を踏まえ、システムの改
善に係る追加的な検討を実
施する。

③それ以降
建設廃棄物共同集配シス

テムの導入促進に係る施策
検討を実施する。
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℡ l■
廃棄物の処理及びリサイク 国土交通省 ・平成14年汀月29日に「港湾 ・平成14年5月30日に、広域的 ・低廉で環境負荷の小さい静 ①第156回国会会期末
ルの推進に関し、技術開発 を核とした総合的な静脈物流 なリサイクル施設の立地に対 脈物流ネットワークを構築する ・平成14年度中に「港湾を核と
や社会の仕組みの確立など システムの構築」が、交通政 応した静脈物流ネットワークの ための拠点となるリサイクル した静脈物流システム事業化
を進める。例えば、循環型社 策審議会の答申の中に位置 拠点となる港湾（リサイクル ポートの配置。 検討委員会」の検討成果を公
会形成を進める静脈物流シ づけ。 ポート）として、室蘭港・苫小牧 ・港湾を核とした静脈物流シス 表する。
ステム、静脈にかかる情報 ・「港湾を核とした総合的な静 港、東京港、神戸港、北九州 テムの事業化を促進する官民 ・平成15年4月にリサイクル
ネットワークの構築及びリサ 脈物流システムの構築」へ向 港を1次指定した。 パートナーシップの構築。 ポートの2次指定を行う。
イクル事業の活性化を進め け、静脈物流基盤の整備を平 ・将来発生量が見込まれる鉄 ・平成15年4月に民間企業やリ
る。 成15年度港湾整備事業費で くず等の余剰循環資源の有効 サイクルポートに指定された

要求。 活用と効率的な国際静脈物流 港湾管理者等によって構成さ
・リサイクル関連団体やリサイ

クルポートに指定された港湾
管理者等から構成される「港
湾を核とした静脈物流システ

ム事業化検討委員会」を開催
し、具体的取組について検討
を行った。

平成14年11月1日：第1回
委員会開催　 平成14年12月

11日：第2回委員会開催

・廃棄物最終処分場の逼迫化
に対応するため、平成14年7
月に民活法特定施設に追加さ
れた「廃棄物海面処分場延命
化施設」に関する基本指針を
告示した（平成15年1月16
日）。

・グローバルな視点からの循
環型社会の構築に寄与するた
め、循環資源の輸出ターミナ
ルの拠点化・大型化・情報ネッ
トワーク化等による効率的な
国際静脈物流システムの構築

システムのあり方。 れるリサイクルポート推進協議
会を設置する。

②平成15年末

・国際静脈物流システムの構
築のための調査を行い、具体

的取組について取りまとめを
行う。

・港湾整備事業により、岸壁・
ストックヤード等の静脈物流基
盤の整備を引き続き推進す
る。

③それ以降

・リサイクルポートの形成を支
援するため、港湾を核とした総
合的な静脈物流システムの構
築に向け諸施策を推進する。

○低公害車、燃料電池、 国土交通省 ・三大都市圏のバス・トラック ・低公害車の普及を促進 ・大都市地域等における大‘（D 課題を踏まえて、補助制度
スーパーエコシップ等革新的 事業者による低公害バス・ト し、大気環境の改善を図る 気汚染問題は依然として厳 の拡充を行い、平成15年4月

な省エネ・新エネ技術の開 ラック等の導入に対する補助 ため、平成14年度から、自 しい状況にあることから、 から新制度を実施。
発・普及や新エネルギー施 を実施。 動車NOx・PM法の対策地域に 都市部への流入車対策のた

設の整備への支援を行うとと おけるバス ・トラック事業 めの補助対象地域の拡大、

もに、モーダルシフトを促進 者による低公害車両等の導 環境性能の優れる車両を補

する。 人に対する補助を実施して 助対象に追加するなど、さ

（低公害車の普及） いる。 らなる制度の拡充が必要。
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●　　　　　　　　　　●
○低公害車、燃料電池、－ 国土交通省

国土交通省

・大型ディーゼル車に代替す ・次世代低公害エンジンの試 ・試作した次世代低公害エン ①課題を踏まえて、平成16年

スーパーエコシップ等革新的 る次世代低公害車の開発・実 作を行い、基礎的な評価を ジンを利用し、次世代低公害 中を目途に、大型ディーゼル

な省エネ・新土ネ技術の開 用化を促進するため、次世代 行った。 車の試作車を作成し、環境性 に代替可能な次世代低公害
発・普及や新エネルギー施
設の整備への支援を行うとと
もに、モーダルシフトを促進
する。
（低公害車の普及）

の低公害技術の開発及びそ

の評価を行い、次世代低公害
車に係る安全上・環境保全上
の技術基準の骨子を策定。

能等の評価を行う。 車の試作車を作成する。

○低公害車、燃料電池、 ・平成14年5月に、国土交通 ・燃料電池自動車の安全性等 燃料電池自動車を大量生産す①課題を踏まえて、再点検結
スーパーエコシップ等革新的 省、経済産業省、環境省の三 に関する基準を策定するため るために必要となる型式指定 果に基づき、燃料電池に係る
な省エネ・新エネ技術の開 省副大臣からなる燃料電池プ に必要となるデータ項目を整 の取得が可能となるよう、燃料個々の規制の見直しを平成16
発・普及や新エネルギー施 ロジェクトチームにおいて、燃 理した。 電池自動車に係る安全性等に年までに実施。
設の整備への支援を行うとと 料電池の実用化・普及の加速 ・平成14年12月、官邸、国土 関する基準を策定する。
もに、モーダルシフトを促進 化に向けて、今後拡充・強化 交通省等に燃料電池自動車
する。
（燃料電池自動車）

すべき施策を取りまとめた「燃
料電池プロジェクトチーム報告
書」を作成。　　　 ・平成

14年10月に、内閣官房及び
関係省庁からなるr燃料電池
実用化に関する関係省庁連絡
会議」において、燃料電池に
係る規制について政府全体と

して安全性の確保を前提とし
た包括的な規制の再点検を実
施。

の試験的な市販第一号車を導
入。

低公害車、燃料電池、スー 国土交通省スーパーエコシップの市場 在来船の半分がスーパーエ スーパーエコシップの普及 ①二重反転式ポッド型推進
パーエコシップ等革新的な ニーズ調査、船種、主要 コシップに代替され、副次 に不可欠な乗組み制度等の 器の実寸モデルの設計・製

作
（診二重反転式ポッド型推進

省エネt新エネ技術の開 目、具備すべき要件等の検 的にモーダルシフトが進む 検討を行う必要がある。
発・普及や新エネルギー施 討やCADとCFD－（数値流体力 ことでさらに長距離雑貨輸
設の整備への支援を行うと 学）を統合した船型設計及 送の1 0 ％に相当する分の 器の実寸モデルの設計・製

作

スーパーエコシップ搭載用

ともに、モーダルシフトを び総合性能評価システムの 新造船需要が見込まれる。
促進する。 研究開発、CFDと水槽試験に これらの経済効果は金額に
（スーパーエコシップ） よる新船型の性能評価試 して1 0 年間で約6 3 0 0 高効率舶用ガスタービン

験、二重反転式ポッド型推 億円である。また、これに （SMGT）の設計
進器の要素モデル試験等の 伴い、舶用ガスタービン保 実証船の基本設計
研究を実施。スーパーエコ 守管理会社等の新規産業が （参二重反転式ポッド型推進
シップの平成1 8 年度から 創出され、約6万人の誘発 器の実寸モデルの試験、
の速やかな市場への投入を
可能とするため、平成14年
度補正予算により、予定さ
れている研究開発を前倒し
して実施。

雇用が見込まれる。 スーパーエコシップ搭載用
高効率舶用ガスタービン
（SMGT）の製作、実証船の

詳細設計・建造および実証
試験
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℡　　　　　　　　　　　　　 l■
湿地や里山の再生等の自然 農林水産省 ・都市にお丁ナる環境の向上 ・三富くぬぎ山地区 （川越 1t－F ・引き続き自然再生緑地整
再生事業を各省連携、市民 国土交通省 に資する良好な緑地の整備 市、所沢市、狭山市、三芳町】 備事業を実施する予定
参加を図りつづ推進する。 環境省 を進めるため、平成14年度

に創設した 「自然再生緑地
整備事業」を推進した。

の自然再生事業実施に向け

た再生・保全・活用方法の検
討のための事業計画策定調

査、びわこ地球市民の森 （守
山市）における市民参加によ
る緑の復元・再生の事業等を
実施した。

有料道路の料金格差を利用 国土交通省 ・首都高速道路及び阪神高 ①②③ （継続実施）
して交通流を転換する環境 速道路において環境ロード 平成15年度中も引き続き試
ロー ドプライシングの試行
を推進する。

プライシングを試行的に実
施中。

行的に実施。
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